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平成 25年 11月 27日 

 

平成２６年度診療報酬改定に対する二号（診療側）委員の意見 

 

中央社会保険医療協議会 

二 号 委 員 

鈴 木 邦 彦 

安 達 秀 樹 

中 川 俊 男 

万 代 恭 嗣 

長 瀬 輝 諠 

堀   憲 郎 

三 浦 洋 嗣 

診療報酬プラス改定の必要性 

 

政府が進める社会保障・税一体改革において、消費税増収による財源を社会

保障の充実に充てることは国民との約束事項である。国民に提供する安心・安

全な医療のさらなる充実・強化のため、「消費税率引き上げ対応分を除き全体

（ネット）プラス改定」、「消費税率引き上げ対応分に対する完全な補填」を要

求する。 

記 

 

１．消費税率引き上げ対応分を除き、全体（ネット）プラス改定とすること 

 

（１）医療再興、医療の充実・機能強化のための財源を確保すること 

今回の医療経済実態調査の結果等から医業機関経営がほとんど改善して

いないことが明らかになった。直近２回の改定は全体（ネット）プラス改定

であったが、いまだにそれまでの厳しい医療費抑制の下で直面した医療崩壊

の危機から脱することができていない。このままでは、医療再興、ましてや

医療提供体制の機能強化は不可能である。消費税率引き上げ対応分を除いた

全体（ネット）プラス改定は必須である。 

 

（２）中小病院、診療所をはじめ地域包括ケアシステムの構築を担う医療機関

等へ手厚い配分を行うこと 
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超高齢社会に対応するために、地域包括ケアシステムの確立は重要課題の

ひとつである。そしてその中核的機能を担うのは、地域の中小病院や診療所

の「かかりつけ医」である。また地域に密着した病院は在宅医療等の後方支

援病院としての機能、有床診療所は病院からの早期退院患者の在宅・介護施

設への受け渡し機能を担っている。直近の改定は大規模急性期病院中心の配

分であった。次期改定では全体的な底上げに加え、中小病院、診療所への十

分な評価を要求する。 

 

（３）歯科診療所においても必要な手当を行うこと 

歯科においては、国民の生活の質の確保のため、基本診療料や基本的技術

料等の評価を行うことで、超高齢社会での役割が果たせる経営基盤強化を求

める。 

 

（４）保険薬局においても必要な手当を行うこと 

薬局においては、地域に根ざした調剤・在宅業務充実のため、かかりつけ

機能の評価とともに、安定した経営基盤の確立を求める。 

 

（５）薬価等引き下げ分は本体改定財源に充当すること 

診察、薬剤の支給、処置等は不可分一体であり、その財源を切り分けるこ

とは不適当である。医療再興を確実にするためにも、従来どおり薬価引き下

げ財源を診療報酬全体の改定財源として活用することを要求する。 

 

２．消費税率８％引き上げにあたっては、医療機関等に負担が生じないように

引き上げ対応分に対する完全な補填をすることはもちろん、通常の診療報酬改

定とは明確に区分して対応すること 

 

以上 

 

政府は、経済の好循環実現に向けて賃上げの要請を行い、経済界等も前向き

である。診療報酬による医療従事者の処遇改善を実現し、これをもって医療界

としても経済成長に寄与し、かつ国民が活力を持って働き、安心して過ごせる

よう、国民の生命と健康をこれまで以上にしっかりと守っていきたい。 
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